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１．はじめに

１.１　大学機関別認証評価と評価の検証の現状

　平成１６年４月より，高等教育機関に対して，法

令によって定められた認証評価制度が導入された。

これは，教育研究等の総合的な状況について，政

令で定める期間ごとに，文部科学大臣の認証を受

けた者（認証評価機関）による評価を受けるよう

に定められたものである［１］。「政令で定める期間」

は，大学においては，学校教育法施行令［２］で７

年以内と定められている。

　認証評価制度の目的や導入の経緯については，

多くの論文がありここでは他稿［３，４，など］に

譲るが，制度的な目的があいまいである中で高等

教育の質保証において重要な役割を果たすべく進

化していくことが期待されている［５］。そのため

にも基準を含めた評価システムをより実質的・効

果的なものとなるように改善して行くことは必要

不可欠である。大学機関別認証評価を行う文部科

学大臣の認証を受けた評価機関は，大学基準協会，

大学評価・学位授与機構，日本高等教育評価機構

の３機関がある。大学基準協会では，内部の規定

において，「全て基準は，大学の質的水準を高めて

いくために，絶えず見直しを図る。」と定めており

［６］，これに基づき第２サイクルの基準等の改正

が行われた。日本高等教育評価機構においては，

自己評価書と評価結果報告書の関係から見た
大学機関別認証評価の分析

渋井　進＊，野田　文香＊，田中　弥生＊，野澤　庸則＊＊

　

要　旨

　平成１６年度から導入された，大学機関別認証評価制度の第１サイクルが終わろうとしている。評価シス

テムを改善し，効果的，効率的な評価を設計する上で，行われた評価のデータから全体像を把握し，検証

して行く事は必要不可欠なものであり，国内外で多くの取組がなされている。本稿では，大学機関別認証

評価において，大学側が提出した自己評価結果と，評価機関の評価者が判断した評価結果の関係を分析す

る事により，評価における双方の判断の特性を明らかにすることを試みた。分析対象として，大学評価・

学位授与機構が，平成１７年度から平成２１年度まで行った大学機関別認証評価の５年分のデータを用い，基

準ごとに特記された「優れた点」と「改善を要する点」について，大学の自己評価結果（以下，自己評価

結果）と機構の評価結果（以下，評価結果）について，比較，分析を行った。その結果，全体の数として

は，大学の自己評価の方が「優れた点」，「改善を要する点」ともに多くとりあげており，「優れた点」と

「改善を要する点」の指摘の割合は，機構のほうが「優れた点」の指摘の割合が多いという結果が得られ

た。「優れた点」と「改善を要する点」の指摘数は，基準の内容にもよるが，具体的な数値や明確な水準

が示されている基準・観点により多くの指摘や記述がなされている。こうした結果から，評価分析の根拠

となる指標やデータの充実が評価をより有益なものにするために重要であることが窺えるとともに，教育

の質保証に本質的な定性的な観点の判断根拠の蓄積の必要性も示唆された。
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平成１７年度に行った評価について，平成１８年度に

改善検討委員会を組織し，基準の改訂を行った結

果を公表している［７］。大学評価・学位授与機構

は，評価を受けた大学及び，評価を行った評価者

に対する評価の検証のためのアンケートを毎年行

い，評価基準の改訂等を行い，その結果を公表し

ている［８］。

　このように，それぞれの機関で認証評価システ

ムの改善のために，評価に関する基準等を中心と

した検証がなされている。そこで用いられる主な

方法は，アンケート調査と大学関係者および有識

者から構成される評価委員会での議論である。こ

の方法は，評価基準の改定，訪問調査の方法の改

善等の，一定の効果を上げている有効な手法と言

える。

　しかし，質問紙を中心とした評価の検証は有効

である一方，大学評価の場においては，その限界

もあり，第１サイクルの評価が終わるにあたり，

従来の検証方法に加え，別視点からの分析として

の多面的な方法による検証を行っていく必要があ

る。質問紙法以外の検証については，評価に中心

的に携わってきた評価担当者による評価の総括

［９］や，インタビュー調査による検討などが挙げ

られるが，評価担当者による総括は，経験に基づ

くものであり，長年評価を経験している評価担当

者以外は検証ができないという人的資源の限界や，

インタビュー調査は質問紙と同様に，回答に当

たってのバイアスが生じることが挙げられる。

　その他の方法として，評価報告書の記述内容を

客観的に分析することから，評価の特性を可視化

するアプローチがある。例として，イギリスでは

英国高等教育質保証機構（QAA）が，大学の機関

別監査の検証をするに当たって，全ての評価結果

報告書をテキスト化し，キーワード分析を行うテ

キストマイニング手法により，評価の正確性に関

連するデータを分析している［１０］。国内では，野

澤ら［１１］が，高等専門学校の機関別認証評価に

関する評価結果報告書の中の，「優れた点」，およ

び「改善を要する点」という，評価における特記

事項の年度推移をもとに，認証評価の効果につい

て検証している。

　本稿では，野澤ら［１１］の研究手法に従って，

大学評価・学位授与機構の行った，大学機関別認

証評価における評価結果報告書に書かれた「優れ

た点」，および「改善を要する点」の分析を行った。

認証評価を側面的・補助的立場から従事してきた

立場から，その第３者的な立場を活用し，評価の

特性を客観的なデータから可視化し，それをもと

に，評価の傾向について，大学機関別認証評価に

関して総括した先行研究［９］等を参考としつつ，

可能な範囲で考察を加えた。データを分析するに

あたり，本論文独自の視点として，評価結果報告

書だけではなく，自己評価書の分析も行い，その

差異を扱った。近年の研究では，大学評価のピ

ア・レビューを可視化するにあたり，大学評価を，

大学が自己評価書として表出した情報を，評価者

が情報を抽出して判断を行うコミュニケーション

の一形態と捉え，自己評価書と評価報告書の違い

における法則性を探るアプローチが提案されてい

る［１２］。本研究でもそのような問題意識を持ちつ

つ，大学と評価者による，「優れた点」と「改善を

要する点」の抽出の異同を探り，また認証評価第

１サイクルの５年分のデータを分析する事により，

それらの年度的な変化についても考察を行った。

これにより，第１サイクルの評価を検証し，今後

の評価を設計する上での一つの資料として提供す

る事が本稿の目的である。

　なお，本稿のデータは筆者らの研究としての，

公表されたデータの分析とそこからの客観的考察

であり，大学評価・学位授与機構の評価に係る公

式な見解を示すものではない。

１.２　大学評価・学位授与機構の大学機関別認証評

価の概要

　本論文では，大学評価・学位授与機構の行う大

学機関別認証評価について扱った。それゆえ，以

降の分析を理解する上での前提となる評価のシス

テムや，これまでの大学の受審状況について，簡

潔に説明する１。

　大学評価・学位授与機構では大学機関別認証評

１　なお，評価の詳細については，大学評価・学位授与機構がウェブページにて公開している，以下の内容は主として「大

学機関別認証評価実施大綱」［１３］をもとにまとめたものであり，詳細についてはそこから確認可能である。また，荻上

［９］の「１７．評価の実施体制と方法」でも，具体的な報告がなされている。



渋井，野田，田中，野澤：自己評価書と評価結果報告書の関係から見た大学機関別認証評価の分析 119

価の目的を，

① 大学機関別認証評価に関して，機構が定める大

学評価基準に基づいて，大学を定期的に評価する

事により，大学の教育研究活動等の質を保証する

こと。

② 評価結果を各大学にフィードバックすること

により，各大学の教育研究活動等の改善に役立て

ること。

③ 大学の教育研究活動等の状況を明らかにし，そ

れを社会に示すことにより，公共的な機関として

大学が設置・運営されていることについて，広く

国民の理解と支持が得られるよう支援・促進して

いくこと。

と定めている。

　評価のプロセスは，以下の順になされる。

１．大学における自己評価

　大学が自己評価実施要項［１４］に従って自己評

価を実施する。ここでは，大学評価基準［１５］に

従って，大学の教育活動の状況を分析し，記述す

る。また，各大学の優れた点，改善を要する点な

どを評価し，記述する。

２．機構における評価

　評価基準ごとに，自己評価の状況を踏まえ，大

学全体としてその基準を満たしているかどうかの

判断を行い，理由を明らかにする。基準を満たし

ている場合であっても，さらに改善の必要が認め

られる場合や，基準を満たしているもののうち，

その取組が優れていると判断される場合には，そ

の旨の指摘を行う。その後に，基準を全て満たし

ているかによって，機関としての大学が機構の大

学評価基準を満たしているかどうかの結果を確定

し，公表する。評価は，評価委員会の下に置かれ

た複数名の，各分野の専門家及び有識者を評価者

として組織される各評価部会が，書面調査および

訪問調査により実施する。

　表１に評価基準の構成を基準レベルで示す。評

価基準の下には，基準ごとに，その内容を踏まえ

教育活動等の状況を分析するための「基本的な観

点」が設定されている。大学評価基準は平成１９年

度および，平成２１年度の評価に対応して，基準の

下にある「基本的な観点」の数の変更を伴う２回

の改訂がなされており，それについても表に記した。

　表２に，これまでに大学評価・学位授与機構に

より認証評価が実施された大学の，年度別および

表２　年度別評価実施大学数

年度計私立公立国立

４２２平成１７年度

１０３７平成１８年度

３８１３７平成１９年度

１１２５４平成２０年度

３７１０２７平成２１年度

９５３１５７７計

大学評価・学位授与機構の評価を受けた大学機関別認証評価の年度別，国公私立別の内訳を示す。

表１　評価基準の構成および，年度別の基本的な観点の数

観点数（H２１）観点数（H１９─２０）観点数（H１７─１８）内容基準

３５５大学の目的基準１

７７９教育研究組織（実施体制）基準２

９１０１０教員及び教育支援者基準３

６６６学生の受入基準４

３３３７３７教育内容及び方法基準５

５５５教育の成果基準６

１０１１１１学生支援等基準７

４４４施設・設備基準８

６８８教育の質の向上及び改善のためのシステム基準９

７７７財務基準１０

１１１１１１管理運営基準１１

大学評価・学位授与機構が実施した大学機関別認証評価の評価基準および，その下に設けられていた基本的な観点の数を示す。
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国公私立別の内訳を示す。ここから，国公立大学

を中心に評価が行われ，年度ごとの評価を行った

大学数にばらつきがある事が見て取れる。

２．方法

２.１　分析対象

　大学評価・学位授与機構が平成１７年度から平成

２１年度までに実施した大学機関別認証評価の５年

分のデータを扱った。その中でも，大学が提出し

た自己評価書および，年度ごとに刊行されている

「大学機関別認証評価結果報告」の中から各大学

の評価結果報告書に該当する部分の，１１の基準に

対して記述されている，「優れた点」および「改善

を要する点」を分析対象とした２。これらのデー

タは全て電子化されたファイルとして大学評価・

学位授与機構のウェブサイトに公表されており

［１６］，そこから取得した。対象とした大学数は，

表２に示した通りであり，受審した全ての大学の

データを用いた。

２.２　分析手法

　分析においては，「優れた点」および「改善を要

する点」の「基本的な観点」（以下，観点と記述）

レベルでの個数を，集計の基となるデータとして

算出した。

　「優れた点」および「改善を要する点」は，自

己評価書においても評価結果報告書においても，

各基準の分析・評価結果の後に基準ごとに記述さ

れている。基準によっては，自己評価および評価

結果のいずれにおいても記述が無い場合もあった。

また，いずれかのみが記述されている場合もあった。

　以上のように，基準ごとに「優れた点」および

「改善を要する点」が示されていたが，内容を分

析するにあたって基準レベルでは，その内容が幅

広い事もあり，より詳細な分析が必要である。そ

こで，「優れた点」および「改善を要する点」で記

述されている内容と観点との関連付けを行った。

すなわち，基準ごとに示されているそれぞれの内

容が，基準の下のどの観点の内容に該当するかの

結びつけの作業を，手動で行った。具体的には，

以下の通りである。

　ごく一部の大学の自己評価書（全体のうち２大

学）の「優れた点」および「改善を要する点」の

記述には観点名が文末に括弧書きしてある場合が

あったが，その他の大学の自己評価書および機構

の評価結果報告書の「優れた点」および「改善を

要する点」の記述には観点名の記載はされていな

かった。そこで，基準ごとにまとめられて記載さ

れている「優れた点」および「改善を要する点」

の内容と自己評価および評価結果の本文中の基本

的な観点ごとの記述を関連づける作業を行った。

この際，多くの「優れた点」および「改善を要す

る点」に記載されている文章の句あるいは文節は，

それと同じ記述が自己評価書および評価結果報告

書の本文中の基本的な観点ごとの記述にも見られ

るので対応付けはほぼ一意的に行うことができる

が，その件数については以下のように数えた。

　評価結果報告書においては，「優れた点」，「改善

を要する点」ともに，○の下で箇条書きがなされ

ており，１段落に対して基本的に１観点に対して

関連付けを行い，一件とした。しかし，ごく一部

ではあるが全体に係って総括した内容や観点との

関連付けが難しいものや，複数の観点にわたるも

のもあり，それらについては，観点との関連付け

は行わず，その他として別途集計した。複数の観

点に関連しているものについては，それぞれの観

点で１件とした。

　自己評価書においては，大学により記述の方法

が様々であり集計は評価結果報告書より複雑に

なった。箇条書きで書いてある場合には，評価結

果報告書と同様に数えた。箇条書きになっていな

い場合には，１段落につき基本的に１つの観点と数

えるように作業を行った。その際にも，１つの文

章が長く多数の観点について触れてある場合には，

それぞれの観点で１件とした。

　作業は大学評価に５年以上の経験を持つ教員１

名および，３年の経験を持つ事務職員１名，およ

び評価基準及び評価の内容について説明を受ける

ことによりトレーニングされた心理学を専攻する

大学院生１名，の計３名で行った。１データにつ

き２名が行い，教員１名は全てのデータに目を通

した。

２　平成１９年度からの３年間については，評価結果報告書に記述されている「更なる改善を要する点」についても予備的に

検討したが，指摘件数が少ない事や他の２点と比べて通年での分析が可能ではないため，分析から除外した。
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得られたデータについては，本「研究ノート，資

料」で直接分析する基準３，４，５，８は本文中

に記載し，残りの基準１，２，６，７，９，１０，

１１については，参考資料として末尾に添付した。

３．結果と考察

３.１　基準レベルでの分析

　まず，全体的な傾向を把握するため，１１の基準

レベルで「優れた点」，および「改善を要する点」

の，自己評価書および評価結果報告書における件

数を年度ごとに集計し，全体をまとめた傾向と，

５年間の経年的な変化について検討を行った。

３.１.１　自己評価書と評価結果報告書の比較

　５年分の自己評価書，および評価結果報告書に

おける，「優れた点」および「改善を要する点」の

個数を集計した結果を図１に示す。これを見ると，

基準４の「改善を要する点」，基準５の「優れた

点」で，両者にあまり差がみられない傾向が見ら

れるものの，全体の傾向としては「優れた点」，

「改善を要する点」のいずれにおいても，自己評

価の方の件数が有意に多いことがわかる（「優れ

た点」，|2＝６６５.７９,  df＝１, p＜ .００１；　「改善を

要する点」，|2＝５２９.６２, df＝ １, p＜ .００１）。また，

図１の「改善を要する点」のグラフから「優れた

点」と「改善を要する点」の記述の割合に関して，

自己評価と評価結果の間では大学の自己評価の方

が，評価結果と比べて「改善を要する点」を多く

記述していることがわかる。

　次に，基準ごとの記述傾向の違いを見るために，

図１に示した基準ごとに分割して「優れた点」と

「改善を要する点」の記述の割合に関して，自己

評価と評価結果の間で差があるかをクロス集計し，

独立性の |2検定３を適用した。ただし，基準１に

ついては評価結果の「改善を要する点」が１件で

あったこと，基準１０に関しては評価結果の「優れ

た点」が３件，「改善を要する点」が０件であった

ことから，分析から除外し，他の９の基準につい

て適用した。それにより，自己評価と評価結果の

間で，優れた点と改善を要する点の指摘の割合に

どのような差が見られるかを，以下に探索的に分

析する。その結果，基準２（|2＝７.４８, df ＝１, p＜

図１　基準ごとの優れた点，および改善を要する点

　５年分の自己評価報告書，および評価結果報告書における，優れた点および改善を要する点の件数を集計

した結果を示す。横軸は基準，縦軸は記述された件数を示す。

３　以降の独立性のカイ二乗検定での帰無仮説は，「自己評価と評価結果の間で，優れた点と改善を要する点の指摘の割合に

差がない」である。有意水準５％および，１％で検定を行い，帰無仮説が棄却された場合には差があると解釈して，そ

の原因を考察した。
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.０１），基準５（|2＝１０１.１９, df＝１, p ＜ .０１），基準

６（|2＝８.９９, df＝１, p＜ .０１），基準７（|2＝２０.５７, 

df＝１, p＜ .０１），基準９（|2＝２６.７３, df＝１, p＜

.０１），基準１１（|2＝７.４８, df＝１, p＜ .０１）に関して

は，有意差が見られ，全体をまとめた場合と同様

に，大学の自己評価の方が，評価結果と比べて

「改善を要する点」を「優れた点」に比し，多く

記述していると解釈できる。

　一方，基準３（|2＝ .０００７, df＝１, p＝ .９８）およ

び，基準８（|2＝ .０８８, df＝１, p＝ .７７）に関して

は，有意差が見られなかった。また，基準４（|2

＝３８.２１, df＝１, p＜ .０１）では有意差が見られたが，

全体の傾向とは異なり，評価結果のほうが，自己

評価と比べて「改善を要する点」を「優れた点」

に比し，多く指摘している傾向が見られた。

　以上をまとめると，「優れた点」および「改善を

要する点」の指摘の全体の件数としては，自己評

価のほうが，評価結果よりも多い事がわかった。

また，「優れた点」および「改善を要する点」の記

述の割合は，全体としては，大学の自己評価の方

が，評価結果と比べて「改善を要する点」を「優

れた点」に比し，多く記述していると解釈できた。

しかし，基準３および基準８に関しては有意差が

見られず，また基準４においては差が見られたが，

自己評価よりも評価結果の「改善を要する点」の

方が指摘の割合が多いという，逆の傾向を示した。

これらの理由については，いずれの場合も評価結

果において「改善を要する点」の指摘件数が他の

基準に比べ多い事が理由として推測される。なお，

検定を適用しなかったが，基準１および基準１０に

ついても，評価結果の「改善を要する点」が少な

い傾向が見られ，全体の傾向と同様と判断できる。

評価結果において「改善を要する点」の個数に影

響を及ぼした基準における要因について詳しく探

るため，３.２節の観点ごとの分析において，基準

３，４，８については，その内容に踏み込みつつ

検討を行う。

３.１.２　経年的な変化

　次に，指摘件数について，経年的な変化がある

かについて検討を行った。比較においては，年度

ごとに受審した大学数が異なるため，その年度の

集計値を受審した大学数で除することによって，

１大学あたりの件数を算出し，比較可能なものと

した。年度間の比較において，平成１８年度と平成

２１年度に一部の観点が改訂され，その数も変化し

ていることによる影響も考えられるが，観点が変

化しても，他の基準に指摘内容が移る事はないと

捉え，基準レベルでの指摘はある程度一定である

とみなして比較を行った。それらの結果を「優れ

た点」と「改善を要する点」ごとに，それぞれ自

己評価と評価結果の件数の推移を示す（図２ a-d）。

　以上について，年度間の違いを要因，基準間の

差を誤差要因として，対応のある１元配置分散分

析４を適用し，それぞれの影響があるかについて

検討した。その際，平成１７年度については，初年

度である事，受審校数が４校と少ない事を考慮し，

平成１８年度から２１年度までのデータを分析対象と

した。

　自己評価における，「優れた点」の年度推移では，

年度の差については，F（３,３０）＝３.６０, p＜ .０５で効

果が見られた。Scheffé法による多重比較の結果，

平成１８年と２１年の間に差が見られた（以下，多重

比較の手法は全て Scheffé法を用いた）。

　評価結果における，「優れた点」の年度推移では，

年度の差については，F（３,３０）＝ .７５, p＝ .５３で効果

が見られなかった。

　自己評価における，「改善を要する点」の年度推

移では，年度の差については，F（３,３０）＝５.６６, p＜

.０１で効果が見られた。多重比較の結果，平成１８年

と１９年の間に差が見られた。

　評価結果における，「改善を要する点」の年度推

移では，年度の差については，F（３,３０）＝１.４８, p＝

.２４で効果が見られなかった。

　以上をまとめて考察を行う。自己評価において

は年度の違いの効果があった一方で，評価結果に

おいては見られなかった。自己評価における年度

間のどこに差があるかを示す多重比較の結果は，

「優れた点」は１８年から２１年で増加，「改善を要す

る点」は１８年から１９年で減少したことを示している。

４　以降の分散分析での帰無仮説は，「年度間の違いで指摘数の違いはない」である。有意水準５％および，１％で検定を

行い，帰無仮説が棄却された場合には違いがあると解釈して，水準内のどこに差があるかを特定するために，多重比較

を行った。
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図２-a　自己評価における，「優れた点」の年度推移

　５年分の自己評価書における，基準ごとの優れた点の件数の推移を示す。横軸は年度，縦軸は１大学あたりの優れた点の

件数を示す。

図２-b　評価結果における，「優れた点」の年度推移

５年分の評価結果報告書における，基準ごとの優れた点の件数の推移を示す。
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図２-c　自己評価における，「改善を要する点」の年度推移

５年分の自己評価書における，基準ごとの改善を要する点の件数の推移を示す。

図２-d　評価結果における，「改善を要する点」の年度推移

５年分の評価結果報告書における，基準ごとの改善を要する点の件数の推移を示す。
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　この事から積極的な解釈を行うと，「優れた点」

については，荻上［９］が，積極的に大学に記述を

依頼した旨が報告されており，それにより記述数

が増大したことを示した結果であると考えられる。

「改善を要する点」についても，平成１９年度で減

少はしているが，その後一定レベルの数を示して

いることから一定数に落ち着いたと見て取れる。

これは，荻上［９］における報告と整合的な結果で

ある。そこでは，「当初は『改善を要する点』＝

『悪い点』という印象を強く持たれ，どの大学も

「改善を要する点」を記述することに躊躇いを感

じた様に見えたが，『改善を要する点をきちんと

把握し，それに対応を考えているとすれば，それ

は高く評価されます。』と言い続けた結果，自己評

価を積極的にする様になってきた」という旨の記

述があり，このデータの変動は，説明会等で，大

学評価・学位授与機構が大学に質の改善を主体

的・自律的に行う様に求めた結果が反映されたこ

とを示している可能性がある。

　しかしながら，消極的な解釈の可能性を示す要

因もある。１つとして，いずれも１８年度との間で

差が見られたという事で，評価制度に大学が慣れ

ていない事から起きた変動および，１８年度の受審

大学数が１０大学と少ない事から起きた偶然の差で

ある可能性が考えられる。もう１つとして，自己

評価では，その年度に受ける大学の規模や特徴が

一定ではなく，それによる潜在的な影響が表面的

な差として反映された可能性がある。また，これ

らの影響が前にあげた積極的な解釈と複合してい

る可能性もある。さらには，基準５の大きな変化

の影響も否定できない。

　その一方で，評価結果では年度の違いの効果が

見られなかったことは，年度ごとに書き手である

大学が変わる自己評価書とは異なり，評価委員会

では一定の判断基準を保ちつつ，４年間を通して

判断していることを反映していると考察できる。

３.２　観点レベルでの分析

　以下では，評価結果において改善を要する点の

指摘が多く，また，特徴的な傾向が見られた基準

３，４，８について，さらに，「大学教育の質保証

を行う上で根幹的な部分」とされている基準５に

ついて，個々の基準ごとに「優れた点」および，

「改善を要する点」の，自己評価および，評価結

果に記述された件数を観点レベルで年度別に示す

事により，どのような傾向があったかを考察する５。

３.２.１　基準３ 教員及び教育支援者

　表３-aに，観点ごとの件数の詳細について示す。

これを見ると，「優れた点」については，観点３-１-

⑥（平成２１年度では３-１-⑤に対応）の「大学の目

的に応じて，教員組織の活動をより活性化するた

めの適切な措置が講じられているか。」において，

男女共同参画への積極的取り組みやテニュアト

ラック制などの若手研究者支援のための取り組み

に，また，観点３-２-②の「教員の教育活動に関す

る定期的な評価が行われているか。また，その結

果把握された事項に対して適切な取組がなされて

いるか。」において，教員の教育活動等の評価を

研究費配分や処遇に反映につなげる取り組みに自

己評価および評価結果ともに多くの件数がみられ，

両者の取りあげ方の数的傾向に大きな差は見られ

ない。

　一方「改善を要する点」には，自己評価では

「優れた点」と同様に，３-１-⑥および３-２-②に多

くの記述が見られるのに対して，評価結果では３-

１-④（平成２１年度では３-１-③に対応）の「大学院

課程（専門職大学院課程を除く）において，必要

な研究指導教員及び研究指導補助教員が確保され

ているか」について多くの指摘が見られた。ここ

での指摘内容は，大学設置基準を満たしているか

どうかということと関連している。具体的には，

教育学研究科の教科教育専攻等について，その下

の専修において，設置基準違反ではないが，教育

研究の目的を達成する上で支障がある事を指摘し，

改善を求めたものが大半である。荻上［１２］は，

「必要とされる教員数」について，「大学設置基

準においては数少ない定量的な規定」と指摘し

「『教員数が大学設置基準を満たしていない』事例

は，『改善を要する点』の最たるものである。」と

報告している。この観点における評価結果では，

評価においても数値的な基準がチェックされ，そ

５　平成２１年度の改訂で，観点数の変更以外にも，細かな表現等が修正された部分があるが，基本的には同一の観点とみな

せるものであった。よって，以下の観点の説明では平成２１年度の観点を引用して記述した。



大学評価・学位研究　第１２号（２０１１）126

れに照らし合わせた評価が行われた結果，「改善を

要する点」として多く指摘されたと言える。

３.２.２　基準４ 学生の受入

　表３-bに，観点ごとの件数の詳細について示す。

これを見ると，「優れた点」については，観点４-１-

①の，「教育の目的に沿って，求める学生像及び，

入学者選抜の基本方針などの入学者受入方針（ア

ドミッション・ポリシー）が明確に定められ，公

表，周知されているか。」において，進学説明会，

オープンキャンパス等でのアドミッション・ポリ

シーの積極的な公表，周知の取り組みに，また，

観点４-２-①の「入学者受入方針（アドミッション・

ポリシー）に沿って適切な学生の受入方法が採用

されており，実質的に機能しているか。」において，

スーパーサイエンス特別選抜など高大連携特別選

抜，医学部での学力のみでなく態度・習慣領域評

価を取り入れたアドミッション・ポリシーに沿っ

た多様な入学者選抜に，そして，観点４-２-④の「入

学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿っ

た学生の受入が実際に行われているかどうかを検

証するための取組が行われており，その結果を入

　平成１７年度から平成２１年度までの，自己評価書および，評価結果報告書に記述された優れた点および改善を要する点の件

数を示す。上の表は優れた点，下の表は改善を要する点を示す。各観点に結びつけが難しいものがあった場合，「その他」

としてカウントした。平成２１年度の基準の変更で，その年に設定がなかった観点については，斜線を記入した。平成２１年の

変更により，それまでの，基準３-１-②および，３-１-③をあわせた内容が３-１-②に統合され，その後の番号が繰り上がってい
る部分があるため，観点ごとの合計欄は一部空欄としている。以降の表３-b，３-c，３-dについても，同様の手続きで集計し
た結果を示す。

表３-a　優れた点および，改善を要する点の，

自己評価および，評価結果に記述された件数（基準３）

優れた点

改善を要する点



渋井，野田，田中，野澤：自己評価書と評価結果報告書の関係から見た大学機関別認証評価の分析 127

学者選抜の改善に役立てているか。」において，一

般入試，推薦選抜，AO入試等の入試区分毎の追

跡調査を詳細に実施しこれを入試方法の改善に役

立てている取り組み等に，自己評価および評価結

果ともに多くの件数がみられ，両者の取りあげ方

の数的傾向に大きな差は見られない。

　「改善を要する点」については，自己評価も評

価結果も，４-３-①の「実入学者数が，入学定員を

大幅に超える，又は大幅に下回る状況になってい

ないか。また，その場合には，これを改善するた

めの取組が行われるなど，入学定員と実入学者数

との関係の適正化が図られているか。」において，

自己評価も評価結果も多くの件数が取りあげられ

ている。ここでは，いずれにおいても定員充足率

が低い，あるいは定員超過率が高い点を指摘して

いる。これらの指摘は特に入学定員の少ない編入

学選抜や大学院課程の一部の研究科に多く指摘が

なされている。荻上［１２］は，「入学定員と実入学

者数の関係については，１.３倍を超える，又は０.７倍

を下回る状況があれば指摘することにしている」

と指摘しており，数値基準に基づいてチェックさ

れ，それに照らし合わせた評価が行われた結果，

改善を求める点として多く指摘されたと言える。

この基準は，「優れた点」に対する「改善を要する

点」の指摘の比率が評価結果の方が多かった唯一

の項目であるが，指摘数を見る限り，評価結果の

方が多くはあるが，大学の自己評価においても「改

善を要する点」として挙げられている事がわかる。

３.２.３　基準５ 教育方法及び内容

　表３-cに，観点ごとの件数の詳細について示す。

本基準では，学士課程，大学院課程，専門職学位

課程についてそれぞれ基準・観点が設けられてい

る。

　表３-c（１），（２），（３）を見ると自己評価報告書

で「優れた点」の観点ごとの指摘については，い

ずれの課程もほぼ同様な結果となっている。すな

わち，指摘の多い観点は，学士課程での観点５-１-

表３-b　優れた点および，改善を要する点の，

自己評価および，評価結果に記述された件数（基準４）

優れた点

改善を要する点
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①に対応する大学院課程の５-４-②，そして，専門

職学位課程の５-８-①の教育課程の体系性について，

また，学士課程の観点５-１-④（平成２１年度では５-１-

②）に対応する大学院課程の観点５-４-②，専門職

学位課程の５-８-②の学生のニーズ，学術の発展動

向，社会からの要請に対応した教育課程や授業内

容への配慮，さらには，学士課程の観点５-２-①に

対応する大学院課程の観点５-５-①，専門職学位課

程の観点５-１０-①の学習指導方法の工夫に多くの

優れた点が指摘されている。評価結果の優れた点

についても同じ観点群に指摘が多いが，この中で

も，教育課程の体系性については指摘が自己評価

に比べ少ない。

　改善を要する点については，学士課程の観点５-２-

②，大学院課程の観点５-５-②のシラバスについて

自己評価書および評価結果とも指摘が多くなって

表３-c（１）　優れた点および，改善を要する点の，

自己評価および，評価結果に記述された件数（基準５学士課程）

優れた点

改善を要する点
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いるが，優れた点に比べるとそれほど指摘数は多

くはなく，特に評価結果においては指摘数は極め

て少ない。

　学生のニーズ，学術の発展動向，社会からの要

請に対応した教育課程や授業内容への配慮には，

GPに多く取り上げられている他学部や他大学と

の単位互換制度，インターンシップに対する単位

設定などが挙げられ，学習指導方法の工夫につい

ては，少人数教育，対話・討論型授業，情報機器

の活用，TAの活用などが挙げられている。

　これらの結果は，教育課程の体系性，シラバス，

学習指導方法の工夫において，資料や事例が具体

的で判断基準が明確に出来る観点に指摘が集まっ

ていることを示している。

表３-c（２）　優れた点および，改善を要する点の，

自己評価および，評価結果に記述された件数（基準５大学院課程）

優れた点

改善を要する点
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３.２.４　基準８ 施設・設備

　表３-dに，観点ごとの件数の詳細について示す。

これを見ると，「優れた点」については，観点８-１-

①の，「大学において編成された教育研究組織の運

営及び教育課程の実現にふさわしい施設・設備が

整備され，有効に活用されているか。また，施

設・設備のバリアフリー化への配慮がなされてい

るか」，観点８-１-②の「大学において編成された教

育課程の遂行に必要な ICT環境が整備され，有効

に活用されているか。」，および，観点８-２-①の「図

書館が整備され，図書，学術雑誌，視聴覚資料そ

の他の教育研究上必要な資料が系統的に収集，整

理されており，有効に活用されているか。」におい

て，自己評価および評価結果ともに多くの件数が

みられ，両者の取りあげ方の数的傾向に大きな差

は見られない。

表３-c（３）　優れた点および，改善を要する点の，

自己評価および，評価結果に記述された件数（基準５専門職学位課程）

優れた点

改善を要する点

専門職学位課程については，評価結果の改善を要する点が通年で１件もなかったので，省略している。
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　「改善を要する点」についても，自己評価も評

価結果も観点８-１-①，および観点８-２-①に多くの

件数が見られる。内容としては，８-１-①では，自

己評価では，バリアフリーへの対応および，施設

の老朽化への対応等が中心的に挙げられ，評価結

果ではバリアフリーへの対応の指摘が多く見られ

る。８-２-①では自己評価では図書館設備の充実

や，電子ジャーナルの整備等が多く挙げられ，評

価結果では，図書館設備の充実が多く指摘されて

いる。以上のように，自己評価の方がやや幅広い

ものの，評価結果と一致している事がわかる。

　この事から，基準８において「改善を要する点」

の評価結果における指摘が多かった事の解釈の１

つとして，バリアフリー，図書館の充実に関して，

不十分な点が多かった，という解釈が可能である。

その他には，教育内容等の可視的な把握が難しい

内容と異なり，その状況の把握が客観的に把握し

易いものであるということも影響している可能性

がある。その点では，基準３の教員数，基準４の

定員充足率と同様の性質を持っていると言える。

４．おわりに

　以上のように，自己評価と評価結果の関係から，

評価の傾向が明らかになった。まとめると，以下

の２点となる。

①全体として，大学の自己評価の方が，「優れた

点」及び「改善を要する点」についての指摘件数

が多い。

②全体として，自己評価と評価結果における「優

れた点」，「改善を要する点」の比率は異なり，評

価結果のほうが「改善を要する点」の指摘数が少

ない。しかし，基準３，４，８においては「改善

を要する点」も評価結果において多く指摘されて

おり，そこにおいては，客観的に把握しやすい指

標や，設備の整備等の具体的に把握可能な事象に

基づいた判断が行われている。

　これをもとに，今後の評価に向けての考察を行

う。まず，①については，現在行われている大学

評価が，大学による自己評価書の提出と，その情

報をもとに評価者が作業をする流れになっている

点で，大学からは多くの情報が呈示されている状

況が望ましいと言える。荻上［９］は「評価結果が

質の改善に結びつくように，『優れた点』，『改善を

要する点』，『更なる向上が期待される点』を積極

的に指摘することにより，大学の特色を明確にす

るとともに，評価結果が改善に活かされる様に努

めている」と報告しており，そのために「各大学

において，積極的に記述して頂くことをお願いし

表３-d　優れた点および，改善を要する点の，

自己評価および，評価結果に記述された件数（基準８）

優れた点

改善を要する点
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ている」とある。評価の目的の１つが「評価結果

を各大学にフィードバックすることにより，各大

学の教育研究活動等の改善に役立てること」であ

ることと照らし合わせて，本分析によって解明さ

れた状況は，評価システムが有効に機能する前提

条件が満たされている事を示しており，今後もこ

の状況が継続される事が望ましいと考えられる。

　次に②について考える。評価結果の「改善を要

する点」の指摘が，全体として自己評価に比べる

と，評価結果のほうが少ない事からは，「改善を要

する点」については指摘を慎重に行った傾向が見

て取れる。すなわち，短期間で修正が可能な事項

は評価結果には記載しない傾向や，定量的な基準

が定めにくい観点ではかなり明瞭な改善点しか指

摘しない傾向が見られた。その一方で，基準３，４，８

の観点等の数値的なものや，具体的に把握可能な

取組に関しては，解釈のぶれがなく，統一性の高

い評価が行われたことが示された。この事から，

基準にもとづいて大学を定期的に評価し，信頼性

の高い質の保証を行うためには，評価・分析の根

拠となる指標の充実が望まれるとともに，基準

５，６，９における教育の質の保証に本質的な定

性的な質評価の観点についても，その判断基準の

蓄積が重要と考えられる。

　すでに，大学評価・学位授与機構では設置基準

の判断に必要な定量的に判断可能なデータを，「大

学現況票」［１７］として提出する事を求めている。

今後は，これらの客観的に把握可能な，質の保証

に関連した指標等を特定して充実させ，それらを

データベース化して評価に用いる事により，評価

作業の効率化が可能になるだろう。評価の客観性，

ひいては信頼性を向上させるためには，基準や解

釈の仕方についてより明確，具体的にすることを

努力する一方で，評価分析の根拠となる指標や

データの充実が望まれる。さらには，教育の質の

保証に本質的な定性的，質的な事項についての判

断基準の蓄積の充実もまた望まれる。

　以上，本稿が，今後の大学評価を検討する際の

参考となれば幸いである。
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参考資料

　以下，参考資料として優れた点および，改善を

要する点の，自己評価および，評価結果に記述さ

れた件数を，すでに，表３で示した基準３，４，５，

８以外について表３と同様の形式で示す。基準１０

については，評価結果の改善を要する点が通年で

１件もなかったので，省略している。

優れた点

基準１

改善を要する点

基準２

優れた点

改善を要する点
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優れた点

基準６

優れた点

基準７

改善を要する点

改善を要する点
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優れた点

基準９

優れた点

基準１０

改善を要する点

改善を要する点
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優れた点

基準１１

改善を要する点
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